別記様式第１号及び第３号関連　種子産地体制の強化

令和　年度需要に応じた水稲作付拡大促進事業実施計画（実績報告）

１　事業実施主体
（１）事業実施主体名および代表者名（個人農業者３戸以上が取組む場合は全員記載）
	



（２）事業実施担当者（事業手続きを行う際の担当者の情報を記載）
	氏名（ふりがな）
	

	所属（部署名等）
	

	所在地
	

	電話番号
	

	E-mail
	



２　成果目標及び取組内容
（１）目標
	取組目標
	現状
（　年度）
	事業実施年度
（　年度）
	目標
（　年度）
	備考

	
	
	 （　　　）
	
	






注1：取組目標は、産地の状況に応じて内容・数値等を任意に設定する。
注2：事業実施年度は、上段に計画を、下段の（　）内に実績を記載すること

（２）目標を達成するための具体的な取組内容
	


注：各項目の内容は簡潔に記載し、実績報告時には取組結果を簡潔に記載すること


３　経費内容（概要）
                      　　　                    （単位：円）
	取組内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	県
	実施主体
	

	










	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


　　 　注：実績報告の場合は、経費内容の内訳一覧を添付すること
　　

４　添付書類
産地の現状や計画が分かる書類（部会等の総会資料で構成者一覧が分る資料）


























別記様式第４号関連　種子産地体制の強化
                                                        
令和　年度需要に応じた水稲作付拡大促進事業実施状況報告書

	事業実施主体
	　



１　事業実施後の状況
	取組目標
	事業実施年度
（　年度）
	2年目
（　年度）
	3年目:目標
（　年度）
	備考

	
	

	

	
（　  　）
	




注１：「事業実施年度」には、実績報告時の値を記載すること
注２：「２年目」、「３年目」は、事業実施年度の翌年度、翌々年度をいい、報告対象年度となる
注３：「３年目」は、上段に事業実施計画書に記入した目標値を、下段の（　）内に実績を記載する


２　事業実施の具体的な実績等
（様式・記載方法は任意。なお、具体的な実績等を示す資料の添付に代えることができる。）
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３　目標達成に向けた取組
（目標達成に向けた対策として、取り組んでいる又は取り組む予定の内容を記載）
（目標年度においては、設定した目標に未達の場合、その理由を必ず記載）






